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　　　痴漢事犯対策の更なる推進について（通達） 

　令和５年３月30日に開催された痴漢対策に関する関係府省連絡会議において「痴漢撲滅

に向けた政策パッケージ」（以下「パッケージ」という。）が決定され、痴漢対策を進め

る上での基本認識が示されるとともに、痴漢対策に関して警察庁を含む関係省庁において

今後実施すべき取組が取りまとめられた。 

　各位にあっては、パッケージの趣旨及びその内容を踏まえ、下記のとおり痴漢事犯の撲

滅に向けた対策を強力に推進されたい。 

　なお、「電車内における痴漢対策の推進について（通達）」（令和３年４月９日付け佐

本人少発第67号ほか）は廃止する。 

記 

１　体制の整備 

　(1) 痴漢事犯対策統括官の指定 

　　　警察本部生活安全部人身安全・少年課において、人身安全・少年課長を痴漢事犯対

　　策統括官として指定する。 

　(2) 痴漢事犯対策統括官の任務 

　　　痴漢事犯対策統括官は、次に掲げる任務を行うものとする。 

　　ア　痴漢事犯の発生実態の分析の統括 

　　イ　痴漢事犯の取締りの統括 

　　ウ　警察署における痴漢事犯捜査の適切な実施を確保するための指揮、指導、調整等 

　　エ　痴漢事犯対策に関する教養の統括 

　　オ　痴漢被害防止に係る広報・啓発活動、相談窓口の周知等の統括 

　　カ　関係機関との連携の統括 

　　キ　その他痴漢事犯対策を適切に推進するために必要な事項 



２　取締りの強化 

　　管内の痴漢事犯の発生実態を的確に分析し、被害が多発する場所、路線及び時間帯を

　中心によう撃捜査・私服警戒を強化するなど重点的な取締りをより一層強化すること。

　　また、同行警乗による取締り、必要に応じた捜査員の集中運用などを積極的に行うこ

　とで、現行犯的な検挙に重点を置いた施策を推進すること。 

　　平素から鉄道事業者に対し、事件発生時の迅速な通報はもとより、被疑者、目撃者等

　の確保、目撃者及び逮捕協力者を留め置きできない場合の連絡先の確認等について協力

　を要請するなど捜査活動への協力体制を構築すること。 

３　証拠保全の徹底 

　　痴漢事犯は、目撃者の供述を得ることや物的証拠を確保することが困難であることか

　ら、被疑者を検挙し事案の真相を明らかにするためには、早期に証拠保全を図ることが

　重要である。 

　　そのため、認知時は、早期の現場臨場による目撃者の確保、実況見分の実施等の証拠

　保全を徹底するとともに、供述の裏付け捜査、防犯カメラ映像や微物等の客観的証拠の

　収集及び鑑定等を確実に実施すること。 

４　捜査における被害者の負担軽減 

　　被害者が事情聴取等の手続において受ける精神的、時間的負担を少しでも軽減するよ

　う取り組み、「二次的被害」を防止することが重要である。 

　　そこで、捜査における被害者の負担を軽減し、「二次的被害」を防止するため、「捜

　査員のための被害者等対応要領の改正について（通達）」（令和５年４月26日付け佐本

　刑企発第107号ほか）に則り適切な対応に努めるとともに、特に以下の事項を徹底する 

　こと。 

　(1) 警察における捜査の流れの周知 

　　　被害者が痴漢被害を申告しやすい環境を整備する観点から、警察に被害の届出をし

　　た後の警察における捜査の流れについて周知すること。 

　　　被害の届出を受理する際には、被害者に対し各手続の必要性を丁寧に説明すること。 

　(2) 被害者の呼出しにおける留意事項 

　　　警察が被害者を呼び出すことにより、被害者は日常生活に影響を受けることを常に

　　念頭に置き、被害者の精神的、物理的負担を少しでも軽減するよう配慮しなければな

　　らない。 

　　　被害者の協力が必要な場合は、時間や場所の選定に、可能な限り被害者の都合を考

　　慮し、その意向を尊重するとともに、呼出しの目的を明確に説明し、呼出しの時間・

　　場所及び担当者を確実に伝達すること。 

　(3) 事情聴取を行う捜査員の適切な選定 

　　　被害の届出を受理する際には、対応する捜査員の性別に関する希望を確認すること。 

　　　被害者が、自らの被害状況を再び想起することは、極めて大きな精神的負担を伴う

　　ものであることから、複数の捜査員が同じ事項を繰り返し聴取することのないよう、

　　担当捜査員を指定するなどして必要最小限の回数で聴取するよう努めること。 

　(4) 事情聴取における留意事項 

　　　被害者への事情聴取に際しては、適切な聴取場所を選定するなど、被害者のプライ



　　バシーを確保して行うこと。 

　　　被害者の服装等に関する不用意な言動その他被害者側に落ち度があったのではない

　　かなどと捉えられかねない言動は厳に慎むこと。 

　(5) 実況見分等における留意事項 

　　　痴漢事犯捜査において、被害状況を明らかにするために、実況見分等を実施する場

　　合があるが、被害者にとって、被害に遭った現場を確認したり、被害時の状況を説明

　　したりすることは、大きな精神的負担を伴う。そのため、実況見分等を実施する場合

　　には、その必要性を被害者に丁寧に説明するとともに、被害者のプライバシーの保護

　　や被害者の体調等に十分配意して行うこと。 

　　　被害者を立会人とした再現見分の実施の要否や実施範囲の判断に当たっては、被害

　　者の精神的負担の軽減や二次的被害の防止にも配意し、その必要性の有無や再現を実

　　施する場面等について十分に検討すること。 

　　　また、再現見分の実施に当たっては、警察官等が被害者の代役となって実施するこ

　　ととし、被害者本人に被害者役を行わせないこと。その際、原則として、被害者を写

　　真撮影することはせず、被害状況の再現が被害者の指示説明に基づいて実施されたこ

　　とを供述調書に録取するなどして明らかにしておくこと。 

　(6) 職員に対する指導教養の徹底 

　　　痴漢事犯は、夜間・休日を問わず相談や届出がなされる場合もあり、痴漢事犯の捜

　　査を担当する警察官のみならず、地域部門の警察官を始め様々な警察職員がその対応

　　に当たる可能性がある。このため、痴漢事犯への対応に当たることが想定される警察

　　職員に対し、様々な機会を利用して広く指導教養を行うこと。 

　(7) 被害者支援に関する情報提供 

　　　被害者に対し、被害者の手引を活用するなどして、刑事手続や法的救済措置、犯罪

　　被害者等支援制度等に関する適切な情報提供を行うこと。 

　　　「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター」である「性暴力救援

　　センター・さが（さがmirai）」のほか、佐賀県公安委員会が指定した「犯罪被害者

　　等早期援助団体」（犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する

　　法律第23条）である「特定非営利活動法人被害者支援ネットワーク佐賀ＶＯＩＳＳ」
ボ イ ス

　　と連携の上、当該団体に関する情報を必要に応じて被害者に教示すること。 

５　広報・啓発活動の推進 

　(1) 鉄道事業者等と連携した広報・啓発活動の推進 

　　　電車内の痴漢の発生実態や予防の効果が期待できる時期に合わせた鉄道事業者等と

　　協働したキャンペーン等を実施するなど広報・啓発活動を推進すること。 

　　　また、鉄道事業者により推進されている駅構内等の警戒、電車内アナウンス等につ

　　いて着実な実践とその拡大に向けて継続した働きかけを行い、鉄道事業者との連携を

　　強化すること。 

　(2) 学校等における広報・啓発活動の推進 

　　　学校、企業等と連携し、学校におけるイベントやオリエンテーション、防犯教室等

　　の機会を利用して、痴漢被害防止に係る広報・啓発活動を推進すること。 

　(3) 各種広報媒体を活用した広報・啓発活動の推進 



　　　佐賀県警察のホームページ、ツイッター等各種広報媒体を活用して、痴漢の発生実

　　態や痴漢被害防止に係る警察の取組、相談窓口等について周知するなど広報・啓発を

　　推進すること。 

　(4) 広報・啓発活動の内容に関する留意事項 

　　　広報・啓発の実施に当たっては、防犯教室等の機会を通じ、児童生徒等の声を聴取

　　するなどして、より効果的な内容とするよう努めること。また、被害者や目撃者を対

　　象とした内容に加え、痴漢は犯罪である旨を明示するなど、加害者が痴漢事犯を敢行

　　することを思い留まらせるような内容についても盛り込むこと。 

　(5) 警察本部への報告 

　　　上記(1)から(3)までに関係する痴漢撲滅に向けた施策を講じた場合は、警察本部生

　　活安全部人身安全・少年課子供・女性安全対策係、生活安全企画課安全・安心まちづ

　　くり推進室及び地域課鉄道警察隊に申報すること。 

　　・別添資料「痴漢撲滅に向けた政策パッケージ」 
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痴漢撲滅に向けた政策パッケージ 

 

令和５年３月 30日 

内閣府 

警察庁 

法務省 

文部科学省 

  国土交通省 

 

１ はじめに 

痴漢は、重大な犯罪である。個人の尊厳を踏みにじる行為であり、断じて許す

ことはできない。通学や通勤など、日々の生活の中で突如その被害にあった当事

者は深く傷つき、その恐怖や苦痛、心身に及ぼす影響は、甚大である。 

政府による痴漢対策としては、警察による徹底した取締り等による加害者へ

の厳正な対処や、鉄道事業者等と連携した痴漢防止の広報・啓発活動などの取組

が行われてきた。また、地方自治体や民間事業者においても、痴漢防止のための

各種キャンペーン等が行われてきている。しかしながら、被害は後を絶たず、抜

本的な痴漢対策を求める声が高まっている。また、被害にあっても相談や申告が

できず、被害の潜在化も懸念される。 

このような状況を踏まえ、令和４年６月、「女性活躍・男女共同参画の重点方

針 2022」1において、令和４年度中に「痴漢撲滅パッケージ」（仮称）を取りまと

めることとされた。本パッケージは、これに基づき、内閣府、警察庁、法務省、

文部科学省及び国土交通省の５府省庁において、関係府省が一体となって取組

を強化するため、痴漢対策に取り組んでいく上での基本的な考え方を明らかに

するとともに、今後実施する施策を取りまとめたものである。 

 

［痴漢被害の現状］ 

痴漢は、特に若年層の女性にとって身近な性暴力の被害となっている。内閣府

が 16 歳から 24 歳の若年層を対象に実施したアンケート調査 2では、女性の 10

人に１人以上（10.3％）が痴漢の被害に遭ったことがあると回答している。また、

                                                      
1 令和 4年 6月 3 日すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定 
2 内閣府男女共同参画局 令和４年６月「若年層の性暴力被害の実態に関するオンライン
アンケート及びヒアリング結果報告書」
（ https://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/chousa/r04_houkoku.html ） 
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令和元年からの３年間に東京都において検挙された痴漢事犯 3のうち、その被害

者の４分の３以上（76.9％）が 10代・20代の若年層であった。ただし、全体の

約３％は男性が被害者となっているなど、性別や年齢に関係なく被害者となり

得ることにも留意が必要である。 

また、令和３年までの５年間における痴漢事犯（各都道府県のいわゆる迷惑防

止条例における卑わいな行為等を禁止する規定に係る検挙件数のうち「痴漢」と

して報告を受けたもの）の検挙件数 4をみると、平成 29 年から令和元年の３年

間は３千件弱で推移したところ、その半数以上は「電車等」における事案であっ

た。令和２年以降は、「電車等」における事案が大きく減少し、合計数も２千件

を下回っている（強制わいせつ事犯のうち電車等におけるものの検挙件数につ

いても、同様に、令和２年に大きく減少している。）が、その背景には、鉄道の

乗車率の低下などコロナ禍における人々の行動変容の影響があるとも考えられ、

社会生活が正常化していく中で、電車等における痴漢被害が再び増加すること

が懸念される状況にある。また、路上、商業施設等の交通機関以外の場所におけ

る痴漢についても、引き続き対策が必要である。 

 

２ 痴漢対策を進める上での基本認識   

 痴漢の撲滅に向けた対策を進めていく上では、次の５つの点を十分に認識し

て取り組むものとする。また、痴漢防止のための広報啓発活動や関係機関等での

研修等を通じて、被害の相談等を受ける立場にある関係者はもとより、社会全体

に理解を広げていく。 

〇 痴漢は重大な犯罪である 

  痴漢は重大な犯罪である。個人の尊厳を踏みにじる行為であって、刑法上の

罪や都道府県条例上の罪 5等、該当する罪名にかかわらず、決して許されるも

のではない。そのことを社会の共通理解とする必要がある。 

〇 痴漢の被害は軽くない 

痴漢は、被害者の心身を深く傷つける行為である。被害にあったときの恐怖

や苦痛の大きさはもちろんのこと、被害後に、学校に行けなくなったり、電車

に乗ることができなくなったりする場合があるなど、長期にわたって深刻な影

響が生じ得ることを認識する必要がある。痴漢の被害は軽く見るべきものでは

ない。 

                                                      
3 警察庁データ 
4 警察庁データ 
5 強制わいせつ罪（刑法第 176 条）、都道府県のいわゆる迷惑防止条例における卑わいな行
為等を禁止する規定違反等 
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〇 被害者は一切悪くない 

  痴漢被害にあった被害者を決して責めるべきではない。被害にあったときの

服装や乗車時間等を含め、被害者を責めるべき点は一切ない。特に、相談等を

受ける立場にある者は、被害者の責任を問うような態度や言葉が、被害の申告

や相談をためらわせ、泣き寝入りや二次被害につながることを十分認識する必

要がある。 

〇 被害者を一人にしてはいけない  

  痴漢の被害者に、その苦しみを一人で抱えさせてはいけない。性別・年齢を

問わず、被害を受けたときに周囲の人に助けを求めたり、駅や交番で被害申告

をしたりしやすくする環境をつくる必要がある。また、被害後においても、専

門の相談窓口や通学する学校等において相談ができ、被害者の心情に寄り添っ

た適切なサポートを受けられるようにすることが重要である。 

〇 痴漢は他人事ではない 

  痴漢は、身近にある性犯罪である。特に、自分や家族が電車等を利用する人々

にとっては、日々の生活が脅かされる問題である。そして、加害者となること

があってはならないのはもちろんのこと、傍観者となってはならないことや、

家庭、職場や学校等で、周囲の人が被害にあった場合に、自らの言動が二次被

害を与えかねないことを認識する必要がある。痴漢の被害については、誰もが

自分のこととして考え、理解を深められるよう普及啓発を図る必要がある。 

 

３ 痴漢撲滅に向けた今後の施策 

（１）痴漢を防ぐ取組 

① 痴漢事犯の実態把握（警察庁） 

   実効的な痴漢対策に資するため、痴漢事犯の検挙件数等についてより詳細

な調査・分析（都道府県別・場所別・月別・時間帯別等）を行い、その結果

を定期的に公表する。 

 ② 重点的な取締りの強化（警察庁） 

   痴漢被害が多発する場所、路線及び時間帯を中心とした取締りや、被害者

への同行警乗による取締り、必要に応じた捜査員の集中運用など、重点的な

取締りを推進する。 

 ③ 防犯アプリの普及（警察庁） 

   痴漢対策機能を有する防犯アプリは、防犯ブザー、痴漢等の発生状況の発

信、110 番通報機能等、各地域の実情に応じた運用が都道府県警察でなされ

ており、同アプリについて、ホームページや各種イベント等を通じて周知す

るなどにより、普及を推進する。 

 ④ 女性専用車両の導入等（国土交通省） 



4 

   鉄道車両内における痴漢防止対策の一つとして導入されている女性専用

車両の導入・定着に向け、導入状況の定期的な公表や関係機関への情報提供

を実施する。 

 ⑤ 鉄道事業者間での痴漢防止に係る効果的な取組の共有（国土交通省） 

   鉄道事業者等の関係者との間で定期的に開催している迷惑行為に関する

連絡会議等において、痴漢行為の現状や痴漢防止等を呼び掛ける車内アナウ

ンスの工夫等、各鉄道事業者が講じている効果的な対策・取組を共有する。 

 ⑥ 車内防犯カメラの設置・設置基準の策定（国土交通省） 

   令和３年 10月に発生した京王線車内傷害事件等を受けて同年 12月に取り

まとめた対応策に基づき、車内防犯カメラの設置の基準化について引き続き

検討を進める。 

 ⑦ 通学路等における安全確保と安全教育（文部科学省） 

地域ぐるみの学校安全体制の整備を図り、痴漢を含む性犯罪が発生しづら

い環境作りを進めるとともに、教職員等に対する学校安全教室講習会等を実

施し、痴漢を含む性犯罪や性暴力等の課題への対応力や指導力を向上させ、

児童・生徒の防犯意識の向上や被害児童・生徒への二次被害の防止を図る。 

また、学校における痴漢対策の事例（児童生徒の防犯意識向上、被害児童

生徒の二次被害防止等）を周知し、一層の推進を図る。 

 ⑧ 生命（いのち）の安全教育（文部科学省） 

痴漢被害も含め、子どもたちを性犯罪・性暴力の加害者、被害者、傍観者

にさせないための「生命（いのち）の安全教育」の全国での学校の取組を推

進する。 

 

（２）加害者の再犯を防ぐ取組 

① 刑事施設等における性犯罪再犯防止指導等の実施（法務省） 

刑事施設においては、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律

（平成 17年法律第 50号）に基づき、平成 18年から性犯罪の原因となる考

え方に偏りがある者、あるいは自己の感情や行動を管理する力に不足があ

る者を対象に、性犯罪再犯防止指導を義務付けて実施しているところ、引

き続き、同指導において、痴漢により受刑した者に対し効果的な指導を実

施していく。 

また、少年院においては、少年院法（平成 26年法律第 58号）に基づき、

平成 27 年から性非行の原因となる認知の偏り又は自己統制力の不足が認

められる者を対象に、性非行防止指導を実施しているところ、引き続き、

同指導において、痴漢等の経験を有する在院者がいた場合、これに対し効

果的な指導を実施していく。 
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② 保護観察所における性犯罪再犯防止プログラムの実施（法務省） 

保護観察所においては、更生保護法（平成 19年法律第 88号）に基づき、

自己の性的欲求を満たすことを目的とする犯罪に当たる行為を反復する傾

向を有する保護観察対象者を対象に、心理学等の専門的知識に基づき、そ

の犯罪的傾向を改善することを目的とした性犯罪再犯防止プログラムを実

施しているところ、引き続き、同プログラムにおいて、痴漢を含む性犯罪

の再犯を防止するための効果的な指導を実施していく。 

③ 地方公共団体が実施する性犯罪再犯防止の取組に対する支援（法務省） 

法務省において、令和４年度に、地方公共団体等が活用可能な性犯罪者

に対する再犯防止プログラムを開発・提供したところ、その活用が図られ

るよう地方公共団体等への支援を行う。 

また、令和５年度から、都道府県を対象とした再犯防止に関する交付金

を交付することとしており、性犯罪者を含め、犯罪をした者等に対する直

接支援を実施する都道府県に対し、財政支援を行う。 

 

（３）被害者を支える取組 

① 被害申告・相談をしやすい環境の整備（警察庁） 

（被害に遭った際や被害を目撃した際にとることが望ましい行動の周知） 

被害に遭った際や被害を目撃した際に、被害者や周囲の方がとることが望

ましい行動や対応について、国民に対し的確に周知する。 

（通報先・相談窓口及び被害申告後の捜査の流れの周知） 

  被害に遭ったり目撃したりして間もない場合等の緊急の場合は迷わず

110番通報をするよう国民に対して更に周知を行う。また、痴漢被害を相談

することができる「痴漢相談ホットライン」等の各都道府県警察の連絡先、

その他の連絡先として都道府県警察の性犯罪被害相談電話につながる全国

共通番号「＃８１０３（ハートさん）」等について周知する。 

さらに、被害者等が警察に被害の届出をした後の警察における捜査の流れ

の概要について、国民に対し的確に周知する。 

 （捜査段階における負担軽減等） 

相談・被害の届出を受ける際には、対応する警察官の性別に関する希望を

確認するなどして、適切に対応する。また、繰り返し重複した事情聴取を可

能な限り行わないようにしたり、実況見分等を実施する場合に被害者のプラ

イバシーの保護に配意したりするなど、捜査段階における被害者の負担軽減

のための取組を更に推進する。  

② 性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの周知と痴漢

被害に係る相談対応の充実（内閣府） 
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 （ワンストップ支援センターの周知） 

   全ての都道府県に性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センタ

ー（以下「ワンストップ支援センター」という。）が設置され、性犯罪・性暴

力の被害を受けた被害者に対し、被害直後からの医療的支援、法的支援、心

理的支援をできる限りワンストップで提供している。痴漢の被害についても、

例えばカウンセリング等の心理的な支援や警察への同行支援等、被害者の状

況等に応じて必要な支援を提供できることや、全国共通番号「＃８８９１（は

やくワンストップ）」について、ＳＮＳを活用した広報等により、特に若年層

を中心に周知を図る。 

 （痴漢被害に係る相談対応の充実） 

ワンストップ支援センターにおいて、痴漢被害に関する相談を受けた際に、

個々の被害の状況を踏まえ、被害者の心情に寄り添いながら必要な支援を行

うことができるよう、相談対応の充実を図る。その際、必要に応じて、被害

者に対し警察に被害の届出をした後の捜査の流れや司法手続の概要、学校に

おける遅刻等への対応等について情報提供を行うことができるよう、関係機

関等との情報共有や連携を推進する。 

 （相談員等への研修の実施） 

  ワンストップ支援センター等で、性犯罪・性暴力被害者に対する相談や支援

に携わる者が、痴漢被害に関する理解を深め、相談対応や支援を適切に行える

よう、研修や情報提供等を行う。 

③ 学校における相談体制の充実（文部科学省） 

     痴漢等の性暴力被害を含め、様々な悩みや課題を抱える児童生徒への教育

相談体制を充実させるため、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカーの配置を支援しているほか、ＳＮＳ等を活用した相談体制の充実を図

っており、引き続き教育相談体制の充実を図る。 

   各大学等に対し、痴漢等の性暴力被害も含め、学生から相談しやすい体制

の構築、カウンセラー等の専門家との連携等によるきめ細かな対応を要請す

る。 

④ 痴漢被害を理由とした遅刻や欠席への対応（文部科学省） 

   児童生徒が通学中に痴漢被害に遭った場合、学校を遅刻又は欠席として記

録することによる不利益を被ることを避けるために警察への被害の届け出

や相談を諦めるケースが多くあると言われている。このため、痴漢被害に遭

った児童生徒が警察への被害の届け出や通報を行ったことにより、学校を遅

刻又は欠席した場合には、そのことによる不利益を被ることのないよう適切

に対応することを教育委員会等に要請する。 

通学中に痴漢被害にあった学生が警察への被害の届け出や通報を行ったこ
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とにより、大学を欠席した場合の取り扱いについて、当該学生の成績評価や

単位の認定等に不利益が生じないように柔軟な対応に努めるよう大学に周知

する。 

⑤ 被害に遭った受験生の受験機会の確保（文部科学省） 

大学や高等学校等に対し、入学者選抜において、受験生が、試験場に向か

う途中の事故・事件に巻き込まれた場合や、痴漢の被害にあった場合などや

むを得ない事由により受験機会を失うことのないよう、試験時間の繰り下げ

や別日程への振替等の対象とするなど、受験機会の確保のための柔軟な対応

に努めるよう周知する。 

 ⑥ 警察、ワンストップ支援センター、学校等の連携強化（内閣府、警察庁、文

部科学省） 

   痴漢の被害者から相談を受ける地域の警察、ワンストップ支援センター、

学校等が相互に、それぞれが行う対応や提供できる支援の内容等を把握し、

被害者の状況に応じて各機関の特徴を活かした支援等につなぐことができ

るよう連携を強化する必要がある。このため、都道府県警察や全国の教育委

員会、大学等に対して、ワンストップ支援センターが性犯罪・性暴力被害者

支援の一環として痴漢の被害者への支援を提供できること等を周知し、都道

府県警察や学校等において相談等を受けた場合は、必要に応じてワンストッ

プ支援センターを紹介するなど、適切な対応や支援に努めるものとする。さ

らに、一人一人の児童生徒等に対し、被害に遭った際や被害を目撃した際に

とることが望ましい行動について、的確に周知する。また、痴漢の被害に遭

った際や目撃した際の通報・相談先について、緊急の場合は迷わず 110番通

報をしてもらいたいことや、痴漢被害を相談することができる「痴漢相談ホ

ットライン」等の各都道府県警察の連絡先、その他の相談先として各都道府

県警察の性犯罪被害相談電話につながる全国共通番号「＃８１０３（ハート

さん）」やワンストップ支援センターの全国共通番号「＃８８９１（はやくワ

ンストップ）」についても的確に周知する。 

 

（４）社会の意識変革を促す取組 

① 鉄道事業者等と協働した痴漢撲滅キャンペーンの実施（警察庁、関係府省） 

痴漢発生抑止に向けた啓発や、痴漢の予防策及び痴漢を見逃さず傍観者と

ならないようにするための広報の継続的な実施に加え、電車内の痴漢の発生

実態や予防効果の期待できる時期に合わせた鉄道事業者等と協働したキャ

ンペーン等の実施により、電車内の痴漢撲滅の社会的機運の向上を図る。 

② 若年層の性暴力被害予防月間等を通じた広報啓発（内閣府、関係省庁） 

政府においては、男女共同参画基本計画において、毎年４月を「若年層の
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性暴力被害予防月間」とし、当該期間中、関係府省が相互に連携しつつ、政

府一体となって必要な取組を集中的に実施することとしている。痴漢は若

年層にとって身近な性暴力となっていることを踏まえ、当該期間中、ＳＮ

Ｓ等の若年層に届きやすい広報媒体等を活用して、痴漢被害にあったとき

や、その相談を受けたときの対応等について啓発活動を展開するとともに、

関係省庁等と連携し、痴漢を含む性犯罪・性暴力の加害者、被害者、傍観者

にならないための予防策や、痴漢は犯罪であり許されないこと、痴漢を撲

滅するためには社会全体で取り組む必要があること等について周知し、痴

漢撲滅に向けた機運の醸成を図る。動画やポスターの作成等、広報活動の

実施に当たっては、若者の意見も聞くなどして効果的な実施に努める。 

③ 学校における広報・啓発活動の推進（警察庁、文部科学省）  

  毎年４月の「若年層の性暴力被害予防月間」中、都道府県警察において

は、特に教育委員会や学校等の関係機関、企業等と連携し、学校等におけ

るイベントやオリエンテーション、被害防止教室等の機会を利用して、痴 

漢被害防止に係る防犯教育や広報啓発活動を推進する。 

     また、それ以外の時期を含め、学校において実施する防犯教室に、講師

として警察官を派遣し、痴漢被害防止を含めた防犯教育を行うなど、学校

と警察との連携を更に強化する。 

④ 児童生徒等への痴漢対応に関する取組の周知（文部科学省） 

児童生徒等の痴漢被害への対応に関する取組をまとめ、全国の教育委員

会や大学等に対し改めて周知を行う。 

 

（５）横断的推進のための取組 

① 政策パッケージの確実な実行のための枠組み（関係府省） 

  本政策パッケージに記載された施策について、関係府省による連携の下で

確実に実行していくため、関係府省の担当官によって構成する「痴漢撲滅に

向けた政策パッケージ実行連絡会議」を開催することとし、各施策の進捗状

況を確認するためのフォローアップを継続的に行うこととする。また、本政

策パッケージの施策の実施やフォローアップに当たっては、③の調査等の実

施や被害者支援に携わる関係機関等からの聞き取り等により、痴漢被害の状

況等についての適切な把握に努めるものとする。 

② 関係府省が連携した痴漢対策に関する情報発信（関係府省） 

   本政策パッケージの実施に当たっては、被害者に直接接することとなる警

察、学校、ワンストップ支援センター等の関係者に対し、各府省による取組

に係る情報が周知され、各地域における関係機関等の連携が円滑に行われる

必要があることから、共同での通知等の発出や研修の実施など、関係府省が
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一体となって情報発信等に取り組むこととする。また、特に被害に遭いやす

い児童生徒・学生を含む若年層に対し、被害防止や被害にあった場合の対応

等、必要な情報が確実に届くよう、関係府省で連携して情報発信・提供を行

う。 

③ 痴漢被害に関する調査等の実施（法務省、警察庁、内閣府） 

（犯罪被害実態（暗数）調査）（法務省） 

  令和５年度に実施することを計画している第６回犯罪被害実態（暗数）

調査において、「性的な被害」を含む各種犯罪の被害経験の有無、「痴漢」

を含む被害の内容、捜査機関への届出の有無、その理由等について調査を

実施する。 

（痴漢事犯の実態把握）（警察庁）（再掲：３（１）①） 

  痴漢事犯の検挙状況等についてより詳細な調査・分析（都道府県別・場

所別・月別・時間帯別等）を行い、その結果等を公表する。 

（若年層の性暴力被害に関する調査等）（内閣府） 

   痴漢を含む性暴力被害の状況について、特に若年層の性暴力被害を対象

とした調査を実施するとともに、ワンストップ支援センターにおける相談

支援の状況等について把握・分析を行う。 


